
















































































技術を深く学ぶ機会を用意する必要がある。 f答申Jの f3.当面推進すべき施策Jの f1.
情報リテラシーに関する学習機会や研修体制の整備jでは職員研修の必要性について、く
わしく論じている。
また、 f報告Jでも f現職職員の情報リテラシ一等の習得・向上のための研修等の機会を
確保するJとあり、 3つの方法を挙げ、その3で「衛星通信ネットワークやインターネッ
ト等の利用によって、外部の研修を館内で受講できる設備を整備するjことを挙げている。
このような条件整縞が進んだ段階では、衛星通信やインターネットによる研修プログラム
が必要である。インターネットによる研修は、 e-ラーニングとして位置づけることができ
る。全国に分散している公立図書館職員向けの研修の方法としてはe-ラーニングが最適で
ある。関係する研修機関や関係団体・大学等が協力し、何時でも受講できるe-ラーニング
の講座を開発することが望ましい。講演や講義はインターネット上でオンデマンド・ビデ
オで提供し、テキストは紙媒体だけでなく、 CD-ROM、オンライン等で提供し、質問
とその回答、学習結果を自己評価する手段を提供する。
大学教員のためのファカルティ・ディベロップメントも同様である。これまで、大学教
育におけるe-ラーニングや遠隔教育の必要性が示されているにもかかわらず、大学教員の
意識変革や情報活用技術の向上については、ほとんど論じられてこなかった。最近、ファ
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カルティ・ディベロップメントの必要性が指摘され、実施されてきているが、講演形式が
多く、出席者は一部にとどまっている。マルチメディア教材の提供やインターネットによ
る講座の提供はごく一部である。大学では、教員を支援するスタッフの充実を求めるとと
もに、大学教員が、いつでもどこでも自分で学べる体制を整備する必要がある。多忙な大
学教員の学習方法としてはe-ラーニングが最適である。
公立図書館職員の研修と大学教員のファカルティ・ディベロップメントでは、性接や内
容は異なるが、ともに方法としてはe-ラーニングが最適である。これはe-ラーニングが
本質的に能率的だからである。この方法を用いることによって、 e-ラーニングの意義を実
感することができ、 e日ラーニングへの取り組みが進むと思われる。
4.公立図書館基準実現の前提
文部科学省は、 r2005年の図書館像』を踏まえて、平成13年7月「公立図書館の設置及び
運営上の望ましい基準Jを大臣告示した。この基準は公立図書館のあるべき姿を明らかに
し、そのための課題を明確にした指針として優れている。
しかし、公立図書館を実際に改革するには、その前提として具体的な指針が必要である
と思われる。それは、わが国の公立図書館の中にはこれらの指針を直ちに実施できる段階
に達していない図書館が少なくないからである。これらの指針を実行するには、現在一部
の公立図番館が陥っている傾向の改善が必要である。その自擦は、まず、住民の調査研究
的な利用要求に答え、調査研究的な要求を引き出すことである。これは、わが国の公立図
書館が、利用者の質問に応える体制、司書の担当職務の明確化、調査研究的利用のための
雑誌の充実の点で遅れているためである。
具体的な対策としては、第1に、各図書館に利用者の質問に答えるレファレンス・デス
クを設置し、ベテランの可書を担当者として配置することである。第2に、司書は専門的
な職務を中心に行い、図書館運営の企画、各種憤報源の収集・作成業務、質関への回答に
重点を置き、非専門的な職務を担当する補助職員を配置することである。第3に、紙媒体
の資料では、これまでの図書中心の蔵書構成を再考し、雑誌を重視することである。
このような取り組みによって、初めて、住民の調査研究的要求に答えることができる。
これらの対策を取り、公立図書館のあり方を改革して、初めて上記の指針を実行する段階
に到達することができる。
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